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論点１ 2030年２０％
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https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/20211022_03.pdf

第6次エネ基（2021）の
電源構成

原子力20～22％の意味

9340億kWh*0.2or0.22
=約1900億kWh

必要容量
1900億kWh÷24時間÷365÷

設備利用率70％
＝約3200万kW

未廃炉原発
36基 3,722万kW

内建設中
3基 414万kW

内審査不合格
1基 116万kW

約30基の原発再稼働が必要
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https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/001/pdf/001_02_001.pdf

すべて再稼働しても26基しかない
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https://www.occto.or.jp/assets/market-board/market/oshirase/2025/files/202509_youryou_syousaisetsumei_long.pdf

現時点で2030年原子力２０％は大幅に未達になることが明白な事実

問題の本質はいかにして早急に脱炭素電源を調達するか



論点２ 2050年14基
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16年ぶり2回目

第三次エネルギー基本計画（2010）

2020年までに、９基の原子力発電所の新増設を

行うとともに、設備利用率約85％を目指す（現

状：54基稼働、設備利用率：（2008年度）約

60％、（1998年度）約84％）。さらに、2030年

までに、少なくとも14基以上の原子力発電所の

新増設を行うとともに、設備利用率約90％を目

指していく。

原子力政策の行動指針（2026, 案）

将来の建て替えの必要性について一定の仮定の

下で試算すると、2040年代までに約220万kW～

550万kW（約2基～5基）、2050年代までに2040

年代分も含め約1,270万kW～1,600万kW（約11基

～14基）分の原子力発電所の建て替えが必要
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https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/10
0618honbun.pdf

https://public-comment.e-
gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=620226017&Mode
=0
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長期停止期間のカウント除外を考慮
すると、

2040年度：約3700万kW
→政府想定は3360万ｋW

2050年度：約3300万kW
→政府想定は2300万kW

設備利用率を70％で想定しているが、
設備利用率向上に向けた対策を行お

うとしている。

設備利用率80％時の必要設備容量
1.1兆kWh*0.2÷（24h*365d）

*0.8=3140万kW
1.2兆kWhの場合：3425万kW

一体何のために法改正して長期停止期間の
運転期間除外制度を導入したのか。
一体何のために、設備利用率向上対策を行
うのか。
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前後矛盾する記述

9

設備利用率の向上

• 設備利用率向上（70％⇒80％）を達成する前
提で2040年／2050年原発シェア20％に必要な
設備容量は3100～3400万kW

運転延長認可制度の着実な実施

• 長期停止期間カウント除外を考慮した場合の
原発設備容量は2040年に約3700万kW、2050年
に約3300万kW。

2050年まで新設がなくとも設備
容量自体は十分存在。

政府試算は設備利用率向上も運
転延長認可制度も実施できない
ことが前提。同じ政策文書内の
論理的整合性が破綻している



論点３ 何のための原発か

10



11

原子力は、燃料投入量に対するエネルギー出力が圧倒
的に大きく、数年にわたって国内保有燃料だけで発電
が維持できる準国産エネルギー源として、優れた安定
供給性と技術自給率を有する自律性が高い電源であり、
他電源と遜色ないコスト水準で変動も少ない。また、
天候に左右されず一定出力で安定的に発電可能な脱炭
素電源である。
ＤＸやＧＸの進展等により増加が見込まれる電力需
要、特に製造業のＧＸ、定格稼働するデータセンター
や半導体工場等の新たな需要のニーズに、原子力とい
う電源の持つ特性は合致することも踏まえ、国民から
の信頼確保に努め、安全性の確保を大前提に、必要な
規模を持続的に活用していく。

p.35



2026年６月５日 原子力小委員会 第49回会合

朝野賢司委員発言

「政府の信用力を活用した融資制度というのは重要ですが、借入れを増やすだけでは原子力の投資

判断には足り」ない。

「自由化された電力市場では、原子力は発電事業者にとって我が国における最大級のリスク資産」

「1兆円を超える初期投資、十数年に及ぶ建設審査期間、運転開始まで収入を生まないサンクコスト、

規制変更によるバックフィット、長期間にわたるバックエンドリスク、無限責任を基本とする原子

力賠償制度、地域合意といった様々なリスクが重層的に存在」

「発電事業者が競争環境の中で、自社のバランスシートの中にこのリスクをあえて抱えにいく動機

は、現状では極めて乏しい」

「建設期間中の費用上振れ、規制変更、バックエンド、原賠法など、民間が取り切れないリスクを

国が明確に分担し、事業者が投資する動機を持てるようにする」ことが必要
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建設費デフレーター推移（電力、２０２０＝１００）
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長らく変化のなかった建設費が２０20年頃から上昇トレンド

20２４年７２００億円と見積もった原発は同じ上昇率の場合、2040年には1.4兆円



近年の原発建設コスト
14
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運転中：

仏 フラマンビル

原発3号機

運転中：

米 ボーグル原発

3・4号機

建設中：

英 ヒンクリーポイ

ントC原発

建設中：

バングラデシュ ル

プール原発

計画中：

アルゼンチン ア

トーチャ原発３号機

推計値：

日本 7次エネ基

コスト検証WG

今回試算：

不測費用15％

今回試算：

不測費用2.8倍

兆円/基

英国

416–479億ポンド
(2基8.4～9.7兆円、1基

4.2～4.8兆円)
仏が建設

フランス

237億ユーロ 

(1基4.2兆円)
米国

$368億ドル 
(2基5.7兆円、1
基2.8兆円)

アルゼンチン

83億ドル
(1基1.3兆円)
中国が建設予定

バングラデシュ

126.5億ドル
(2基2兆円、1基1

兆円)
ロシアが建設

日本

特定サイトの無
い概算値

1000億円増える
と1円/kWhコス
トが増える計算 2円/kWh増

15.2円/kWh増
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建設費1.4兆円として
も20円/kWh前後

現実にはこの額をはる
かに上回る

２０４０年時点の見積もり（発電コスト検証WG２０２５）
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Lazard（2025）
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松久保・大島（2025）日本・低位

松久保・大島（2025）日本・高位

発電コスト国際比較

16経済性 ー 日本でだけ異様に安い原発の発電コスト推計

https://www.lazard.com/research-insights/levelized-cost-of-energyplus-lcoeplus/
https://www.cleanenergyministerial.org/content/uploads/2024/10/energy_transition_factbook_2024.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/cost_wg/pdf/cost_wg_20250206_01.pdf
松久保肇(原子力資料情報室), 大島堅一(龍谷大学), 環境経済政策学会2025 企画セッション



エリア別単価（2023年度）

全電圧の加重
平均（円
/kWh）

エリア毎の
原子力発電の比

率

北海道 26.4 0.0%

東北 25.6 0.0%

東京 23.5 0.0%

中部 21.6 0.0%

北陸 23.3 0.0%

関西 20.3 30.3%

中国 23.8 0.0%

四国 22.0 16.2%

九州 19.1 30.1%

沖縄 24.7 0.0%

電源種別単価（有価証券報告書より作成）

2000-2010平均
（円/kWh）

2017-2024平均
（円/kWh）

関西電力

水力発電 6.1 4.5

火力発電 13.2 13.3

原子力発電 6.0 14.1

四国電力

水力発電 8.7 6.5

火力発電 9.7 13.8

原子力発電 6.9 18.0

九州電力

水力発電 11.5 8.7

火力発電 10.5 13.5

原子力発電 6.3 11.1

17

39回原子力小委資料１ p.47を抜粋

初期再稼働3社でさえ、発電単価は2～3倍に

後続の原発の経済性がはるかに悪いことは明らか



論点４ 電力安定供給と原発
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実績値 2016 2022 2025 2026

減少率(2010年度比)
2025年9.0%
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需要電力量ー全国合計（使用端）

実績値 2016 2022 2025 2026

減少率(2010年度比)
2025年11.5%

難しい電力需要将来予測、大幅削減という実績

増加率(2025年度比)
2035年3.5%

増加率(2025年度比)
2035年5.0%

大量の容量を確保することは座礁資産化リスクもある

固定費増大により電気代の高騰リスクも存在



国立研究開発法人科学技術振興機構 低炭素社会

戦略センター（2020） 情報化社会の進展がエ

ネルギー消費に与える 影響（Vol.2） －データ

センター消費エネルギーの現状と将来予測およ

び技術的課題－

● 2018年のデータセンターの消費電力は国内

14TWh、世界が190TWhと推定された。さらに、

現在の計算負荷の増大傾向が将来にわたっ

て継続し、現在入手可能な最新機器を用い

たと仮定したときの（将来の技術進歩は織

り込まない）消費電力は、国内が90TWh

（2030）、12,000TWh（2050）、世界が

3,000TWh（2030）、500,000TWh（2050）と

推定された。
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IEA (2025), Global data centre electricity consumption, by equipment, Base Case, 
2020-2030, IEA, Paris https://www.iea.org/data-and-statistics/charts/global-data-
centre-electricity-consumption-by-equipment-base-case-2020-2030, Licence: CC BY 
4.0

https://www.jst.go.jp/lcs/proposals/fy2020-pp-03.html

Global data centre electricity consumption, by 
equipment, Base Case, 2020-2030

945TWh

予測の難しさの例 データセンターの電力需要予測



世界のエネルギー関連投資の推移
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https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Publication/2026/May/IRENA_TEC_24-
7_renewables_2026.pdf
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太陽光＋蓄電池（95%）のコスト推移

https://www.iea.org/reports/world-energy-investment-2026
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https://www.env.go.jp/content/900505229.pdf

日本の省エネは「乾いた雑巾」ではない

消費量の6倍近い巨大な国内再エネポテンシャル



東京電力福島第一原発事故処理
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25

TMI：デブリ量133トン、 5年で取出し完了

133トン中132トンを1986～1990年にかけ
て取り出し（1日当たりの平均採取量は８５kg）

図２ 溶融デブリの位置推定（東京電力資料）

福島第一：推定量880トン 2051年廃炉完了
本格取り出し 2030年代後半

２０３7年～２０５１年までとした場合、1日当た
り平均採取量１7０kg以上(TMIの2倍のペー
ス)回収する必要。建屋解体などを考えれば、
もっと早い段階で回収を完了させる必要があ
る。２０５１年廃炉完了は不可能



通常炉のL1～L3廃棄物の処分費用

1999年時点で178億円 （8790トン）

2023年価格だと250億円

福島第一のL1～L3廃棄物の処分費用

22.3兆円 （7,833,456トン）

現在の廃炉費用見積もり8兆円では

到底足りない

26

廃棄物発生量
８９１倍

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1003665/www.meti.go.jp/report/downl
oadfiles/ggebcs1j.pdf

https://www.aesj.net/uploads/dlm_uploads/kokusaihyojun_report202007.pdf

福島第一原発の廃炉で発生する放射性廃棄物をどうするか



論点５ 安全保障と原発
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29世界のウラン生産量シェアとウクライナ戦争後の燃料コスト高騰

29

カザフスタン

41%

オーストラリア
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ニジェール

6%
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6%

中国

3%

ウクライナ

2%

インド

1%

その他

0%

2020年ウラン産出量シェア

NEA「Uranium 2022: Resources, Production and Demand」より作成

現在のウラン供給はカザフスタンが41％を占める。同国の国営ウラン鉱山会社Kazatompromは、ロシア・ウ
クライナ戦争により、ウラン輸出が難しくなっていると指摘。他にニジェールの軍事政権がフランスが保有する
同国ウラン鉱山の採掘権を撤回。中国・ロシア分も含めれば、56％のウランが西側にとって供給不安定化。

https://www.cameco.com/sites/default/files/documents/Cameco-Investor-Presentation.pdf

ウラン価格は
2021年比172%
（2026年5月、
長期契約）

転換価格は
2021年比166%
（ 2025年7月、
長期契約）

濃縮価格は
2021年比180%
（2025年7月、
長期契約）

Uranium Price(USD/Lbs)
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年 対象 手法 攻撃者

1980 イラク・オシラク炉（民生用？） 爆撃 イスラエル

1981 イラク・オシラク炉（民生用？） 爆撃 イスラエル

1984-87 イラン・ブーシェフル原発（民生用） 爆撃 イラク

1991/1993 イラク・ツワイサ核施設（民生用？） 爆撃など 米

1991 スロベニア・クルシュコ原発（民生用） 攻撃威嚇 セルビア

2007 シリア・アルキバール炉 爆撃 イスラエル

2008～10 イラン・ナタンズ核施設（民生用？） サイバー攻撃 米・イスラエル？

2014 イスラエル・ディモナ原子炉 ミサイル ハマス（非国家主体）

2020 イラン・ナタンズ核施設（民生用？） 爆破 イスラエル？

2021 イラン・ナタンズ核施設（民生用？） 爆破 イスラエル？

2022～ ウクライナ・原発など（民生用） 攻撃・占拠 ロシア

2025 イラン・複数の核施設（民生用？） 爆撃 米・イスラエル

ウクライナ戦争ではエネルギーインフラとしての原発も攻撃対象として着目

攻撃を受けた原子力施設は中東に集中。紛争地域に核兵器転用リスクのある施設があったから

日本には原発のみならずイランで問題になったウラン濃縮施設、北朝鮮で問題になる再処理施設が存在

• ウクライナでは高い原発
依存度から、原子力発電
所は攻撃ドローンや巡航
ミサイルが飛び交う中で
も稼働。

• ウクライナ電力大手DTEK
は小規模発電設備は攻撃
を受けにくく、電力系統
全体の健全性に依存度が
低く、修理費用が安く、
サイバーリスクへの脆弱
性も低い、と指摘。



https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/pdf/035_05_00.pdf

第35回原子力小委員会資料より

31安全保障上のリスク ー 原発を防衛できるか

• PAC-3の射程は35km程度。
• PAC-3配備基地から35km圏には原

発は存在せず。
• 北朝鮮から発射された弾道ミサイ

ルは10分程度で沖縄に到達。

⇒これでどうやって原発を防衛でき
るのか。



論点６ 規制と自主的安全性向上
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34変わらない原子力業界ー中部電力基準地震動改ざん事件

2012年ー福島第一原発事故後わずか1年ーから改ざん開始

13年間、200回以上にわたる審査会合を重ねながら気が付かなかった原子力規制委員会

むしろ電事法に罰則規定を設けるべきではないか

規制・推進は人材育成において共通基盤をすでに持っている



論点７ 廃棄物問題
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福井県でのクリアランス集中処理施設事業計画
37

福井県では、海外で実施されてい
る原発の解体廃棄物から出る金属
のリサイクル事業の国内実施を検
討している。

具体的には一定の処理を行うこと
で放射性物質の濃度をクリアラン
スレベルと呼ばれる100Bq/kｇ以
下にすることで、再利用することを
計画。

問題点１：環境中に放射性物質が放
出される

問題点２：クリアランスレベル以下
ではあれ、放射性物質を含む物質
が市場に出回る
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革新炉WGでは高速
炉の特徴について、
「放射性廃棄物の
減容化、潜在的有
害度低減」とし、
有害度を10万年か
ら300年に減らせ
ると主張

一方、再処理⇒ガ
ラス固化体にする
と、安定化する一
方、取り出しにく
くなる。

もし高速炉開発を
進めるのであれば、
最良の選択は再処
理せずに使用済み
燃料をそのまま保
管しておくこと

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/kakushinro_wg/pdf/20260408_roadmap_all.pdf



パブコメ応募先
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案の公示日 2026年6月10日

受付開始日時 2026年6月10日20時30分

受付締切日時 2026年7月9日20時29分

https://public-comment.e-

gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL

&id=620226017&Mode=0
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